
１ 少子化の進行

（出生数と合計特殊出生率の推移）
2006（平成18）年の出生数は、109万

2,674人と前年の106万2,530人より３万144人

上回り、2000（平成12）年以来、６年ぶり

に増加に転じた。

我が国の年間の出生数は、第１次ベビー

ブーム1期には約270万人、第２次ベビーブ

ーム期には約210万人であったが、1975（昭

和50）年に200万人を割り込み、それ以降、

毎年減少し続けた。1984（昭和59）年には

150万人を割り込み、1991（平成３）年以降

は増加と減少を繰り返しながら、緩やかな

減少傾向となり、2001（平成13）年からは

５年連続で減少が続いていた。

次に、合計特殊出生率2をみると、2006年

は、前年の1.26を0.06ポイント上回る1.32と

なり、出生数と同じく６年ぶりに上昇に転

2

1 ベビーブームとは、赤ちゃんの出生が一時的に急増することをいう。日本では、第２次世界大戦後、
２回のベビーブームがあった。第１次ベビーブームは1947（昭和22）年から1949（昭和24）年、第２
次ベビーブームは1971（昭和46）年から1974（昭和49）年である。第１次ベビーブーム世代は「団塊
の世代」、第２次ベビーブーム世代は「団塊ジュニア」と呼ばれている。

2 合計特殊出生率とは、その年次の15～49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、１人の女性
が、仮にその年次の年齢別出生率で一生の間に子どもを生むと仮定したときの子ども数に相当する。

3 丙午（ひのえうま）とは、干支（えと）の１つで、60年に１回まわってくる。ひのえうまの年に生ま
れた女性は気性が激しいという迷信から、この年に子どもを設けるのを避けた夫婦が多いと考えられ
ている。

4 長期的に人口が安定的に維持される合計特殊出生率の水準を「人口置換水準」という。この水準を下
回ると人口が減少することになり、人口学の世界では、この水準を相当期間下回っている状況を「少
子化」と定義している。標準的な水準は2.1前後、近年の日本における値は2.07～2.08であるが、男女の
出生性比等の違いによって変動する。

少子化の現状

じた。

合計特殊出生率は、第１次ベビーブーム

期には4.3を超えていたが、1950（昭和25）

年以降急激に低下した。その後、第２次ベ

ビーブーム期を含め、ほぼ2.1台で推移して

いたが、1975年に2.0を下回ってから再び低

下傾向となった。1989（平成元）年には丙

午（ひのえうま）3のためそれまで最低であ

った1966（昭和41）年の数値を下回る1.57

を記録し、2003（平成15）年には「超少子

化国」と呼ばれる水準である1.3を下回り、

さらに、2005（平成17）年には過去最低で

ある1.26まで落ち込んだ。

このように2006年は、出生数、合計特殊

出生率ともに回復したものの、依然として

人口置換水準4を大きく下回る状況が続いて

おり、欧米諸国と比較しても（第１章コラ

ム参照）、極めて低い水準となっている。ま

た、後述するとおり（５ページ参照）、2007
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2005（平成17）年 
最低の出生数 
1,062,530人 
最低の合計特殊出生率 
1.26

ひのえうま 
1966（昭和41）年 
1,360,974人 
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2006年（平成18）年 
出生数　1,092,674人 
合計特殊出生率　1.32

4.32

1.58 2.14
1.57

1.26

資料：厚生労働省「人口動態統計」      
　注：1947～1972年は沖縄県を含まない。 

1.57ショック 
1989（平成元）年 
合計特殊出生率　1.57

第2次ベビーブーム 
（1971～74年） 
（昭和46～49年） 
最高の出生数 
2,091,983人 

第1-1-1図　出生数及び合計特殊出生率の年次推移

5 「推計人口」は、国勢調査の人口を基に、その後の人口の自然動態（出生・死亡）及び社会動態（出入
国）を、人口動態統計（厚生労働省）、出入国管理統計（法務省）等、他の人口関連資料から得て、最
新の人口を推計したものである。国勢調査の総人口は、国内に住む日本人に加えて日本に３か月以上
住む外国人も含む。

（平成19）年の出生数は、前年を若干下回る

と推計されており、決して楽観できない状

況となっている。

（子どもの数の減少）
出生数の減少は、我が国における年少人

口（０～14歳）の減少をもたらしている。

第２次世界大戦後の年少人口の総人口に

占める割合の変化をみると、1950年には

35.4％（約3,000万人）と、総人口の３分の

１を超えていたが、第１次ベビーブーム期

以降の出生数の減少により、1960年代後半

まで低下を続け、総人口の約４分の１とな

った。その後、第２次ベビーブーム期の出

生数の増加により若干増加したが、1980年

代後半から再び減少傾向となり、1997（平

成９）年には、老年人口（65歳以上）より

も少なくなった。

また、総務省「人口推計（平成19年10月

１日現在推計人口）」5によると、年少人口

は1,729万３千人、総人口に占める割合は

13.5％となっている。これに対して生産年

齢人口（15～64歳）は8,301万５千人（対総

人口比65.0％）、老年人口は2,746万４千人

（同21.5％）となっており、我が国の人口構

造はますます少子高齢化が進行している。



4

2005年時点での世界全域の年少人口割合

（国連推計）は、28.3％であるが、我が国の

総人口に占める年少人口の割合は、13.5％

と世界的にみても最も小さくなっている。

日本以外では、イタリア14.0％、スペイン

14.4％、ドイツ14.4％と、相対的に合計特殊

出生率が低い国ほど年少人口割合が小さく

なっている。一方、日本と同様に合計特殊

出生率が低い水準である韓国、シンガポー

ルでは、少子化の進行が日本よりも遅い時

期に始まったことから、それぞれ18.6％、

19.5％となっている。

さらに、65歳以上の老年人口の割合をみ

ると、我が国は21.5％と最も高くなってお

り、世界で最も少子高齢化が進行している

国であることがわかる。
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資料：United Nations "World Population Prospects 2006 
Revision"        

　注：ただし、諸外国は、2005年時点の数値、日本は総務
省「人口推計（平成19年10月1日現在推計人口）」に
よる。 

第1-1-3表　諸外国における年齢（3区分）
別人口の割合
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資料：総務省「国勢調査」、「人口推計（各年10月１日現在推計人口）」を基に、内閣府少子化対策推進室において
作成。 

　注：国勢調査年については、年齢不詳分を按分している。 

第1-1-2図　年少人口と老年人口の年次推移
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（最近の出生数及び婚姻件数の傾向）
前述したとおり、2006年の出生数は６年

ぶりに増加に転じたところであるが、「平成

19年人口動態統計の年間推計6」によると、

2007年の出生数は109万人で、2006年の109

万2,674人より約3,000人減と見込まれてい

る。一方、死亡数は110万6,000人で、2006

年の108万4,450人より約2万2,000人増となっ

ており、自然増加数はマイナス1万6,000人

と見込まれている。

婚姻件数については、2007年は71万4,000

組で、2006年の73万971組より約１万7,000

組減と見込まれ、婚姻率（人口千対）につ

いても5.7と、2006年の5.8を下回っている。

次に、「人口動態統計速報7」により、月

ごとの出生数の動きをみると、2007年は前

年同月を下回る月が多くなっており、１月

から12月までに累計は112万937人となって

いる。また、2008（平成20）年１月の出生

数は９万5,089人となっており、前年同月よ

りも６人下回っている。

一方、婚姻件数について、当月分を含む

過去１年間の婚姻件数の累計をみると、

2005年以降では、2007年１月の75万592組を

ピークに減少傾向となり、2008年１月時点

では、73万6,831組となっている。
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資料：厚生労働省「人口動態統計速報」（平成20年1月分） 
　注：日本における日本人のほか、日本における外国人、外国における日本人等も含む数値である。 

（月） 

最新の出生数  
2008年１月  
9万5,089人 

第1-1-4図　最近の出生数の推移

6 日本における日本人を対象とし、「人口動態統計速報」の2007年1～10月分まで及び「人口動態統計月
報（概数）」の同年1～7月分までを基礎資料として、１年間の出生、死亡、婚姻、離婚及び死産を推計
したものである。

7 人口動態統計速報は、日本における日本人、日本における外国人、外国における日本人及び前年以前
に発生した事象を含む。
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第1-1-5図　最近の婚姻件数の推移（当月を含む過去１年間の累計）
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資料：厚生労働省「人口動態統計速報」（平成20年1月分） 
　注：日本における日本人のほか、日本における外国人、外国における日本人等も含む数値である。 

（月） 

2005年 2006年 2007年 2008年 

2007年1月 
750,592組 

（都道府県別にみた少子化の状況）
2006年の全国の合計特殊出生率は1.32で

あるが、47都道府県別の状況をみると、こ

れを上回るのは34、下回るのは13であった。

この中で合計特殊出生率が最も高いのは沖

縄県（1.74）であり、以下、宮崎県（1.55）、

島根県（1.53）、鳥取県及び鹿児島県（1.51）

の順となっている。最も低いのは、東京都

（1.02）であり、以下、北海道（1.18）、京都

府（1.19）、大阪府及び奈良県（1.22）とな

っている。

2005年と2006年を比較すると、全国の合

計特殊出生率が1.26から1.32へ大きく上昇し

たこともあり、33県が上昇している8。その

上昇幅が特に大きかったのは、宮崎県

（0.07ポイント）、徳島県及び大分県（0.05ポ

イント）であった。

8 都道府県の合計特殊出生率は、その分母である年齢別女性人口に、2005年は日本人人口、2006年は総
人口を用いている。したがって、両年ともに日本人人口を用いている全国の合計特殊出生率と比べ、
その上昇幅が小さくなっている点に留意が必要である。
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第1-1-6図　都道府県別合計特殊出生率（2006年）
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資料：厚生労働省「人口動態統計」 
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2 未婚化・晩婚化の進行

（未婚化の進行）
婚姻件数は、第１次ベビーブーム世代が、

かつて結婚適齢期といわれていた25歳前後

の年齢を迎えた1970（昭和45）年から1974

（昭和49）年にかけて、年間100万組を超え、

婚姻率（人口千対）もおおむね10.0以上と

「結婚ブーム」を現出した。その後は、婚姻

件数、婚姻率ともに低下傾向となり、1978

（昭和53）年以降は年間70万組台（1987（昭

和62）年のみ60万組台）で増減を繰り返し

ながら推移してきた。2002（平成14）年か

らは４年連続で減少していたが、2006（平

成18）年は73万971組（対前年比１万6,706

組増）と５年ぶりに増加に転じた。婚姻率

も過去最低だった2004（平成16）年、2005

（平成17）年の5.7より0.1上昇し、5.8となっ

たが、「結婚ブーム」であった1970年代前半

と比べると半分近くまで落ち込んでいる。

また、2005年の総務省「国勢調査」によ

ると、25～39歳の未婚率は男女ともに引き

続き上昇している。男性では、25～29歳で

71.4％、30～34歳で47.1％、35～39歳で

30.0％、女性では、25～29歳で59.0％、30～

34歳で32.0％、35～39歳で18.4％となってい

る。30年前の1975（昭和50）年においては、

30代の男性・女性ともに約９割が結婚して

いたことを考えると、この間、未婚化が急

速に進行していることがわかる。さらに、

生涯未婚率を30年前と比較すると、男性は

2.1％（1975年）から15.4％（2005年）、女性

は4.3％（1975年）から6.8％（2005年）へ上

昇している。

厚生労働省「人口動態統計」によると、

我が国では、2006年に生まれた子どものう

第1-1-7図　婚姻件数及び婚姻率の年次推移

資料：厚生労働省「人口動態統計」 
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ち、98％は嫡出子（法律上の婚姻をした夫

婦間に出生した子）であり、嫡出でない子

（いわゆる婚外子）の割合は２％にすぎな

い9。したがって、子どもは男女が結婚して

から生まれる場合が大半である我が国にお

いて、結婚しない人の割合が増加すれば、

出生数の減少に直接的な影響を与えること

になる。

（晩婚化、晩産化の進行）
日本人の平均初婚年齢は、2006年で、夫

が30.0歳（対前年比0.2歳上昇）、妻が28.2歳

（同0.2歳上昇）と上昇傾向を続けており、

結婚年齢が高くなる晩婚化が進行している。

1975年には、夫が27.0歳、妻が24.7歳であっ

たので、ほぼ30年間に、夫は3.0歳、妻は3.5

歳、平均初婚年齢が上昇していることにな

る。

また、初婚の妻の年齢（各歳）別婚姻件

数の構成割合を1986（昭和61）年から10年

ごとにみると、ピーク時の年齢が上昇する

とともに、その山も低くなっていることが

わかる。

また、初婚年齢が遅くなるという晩婚化

が進行すると、それに伴い、出生したとき

の母親の平均年齢も遅くなるという晩産化

の傾向があらわれる。2006年の場合、第１

子が29.2歳、第２子が31.2歳、第３子が32.8

歳であり、ほぼ30年前の1975年と比較する

と、それぞれ3.5歳、3.2歳、2.5歳遅くなって

いる。高年齢になると、出産を控える傾向

にあることから、晩婚化や晩産化は少子化

の原因となる。

第1-1-8図　初婚の妻の年齢（各歳）別婚姻件数の割合
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資料：厚生労働省「人口動態統計」      
　注：各届出年に結婚生活に入ったもの。 

9 欧米諸国における嫡出でない子の割合は30～50％台の水準であるが、その背景には、男女のカップル
が法律上の結婚に至るまでに同棲という事実婚の状態を経ることが多いこと、嫡出でない子であって
も法的には嫡出子とほぼ同じ権利を享受できること、結婚形式の多様化に対する社会一般の受け入れ
などが考えられる。
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第1-1-9図　平均初婚年齢と母親の平均出生時年齢の年次推移
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資料：厚生労働省「人口動態統計」 

平均初婚年齢（夫） 平均初婚年齢（妻） 


